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Ⅰ．法人の概要 

１．学校法人の沿革 

 

明治１４年  校祖渡邉辰五郎本郷区湯島に「和洋裁縫伝習所」を創設 

明治２５年  和洋裁縫伝習所を拡張、「東京裁縫女学校」と改称 

明治３９年  師範科を開設 

明治４１年  師範科を廃し、高等師範科・高等師範別科・速成科を設置 

明治４４年  「財団法人私立東京裁縫女学校」設立認可 

大正 ９年  法人名を「財団法人東京裁縫女学校」と改称認可 

大正１１年  高等師範科を廃し、専門学校令による「東京裁縫女学校専門部」を新設認可。その後、専門

部を「東京女子専門学校」と改称認可 

大正１５年  法人名を「財団法人渡辺女学校」と改称認可 

昭和 ５年  法人名を「財団法人渡辺学園」と改称認可 

昭和 ５年  創立 50 周年記念式典を挙行 

昭和 ６年  東京裁縫女学校を「渡辺女学校」と改称 

昭和 1０年  創立 55 周年記念式典を挙行 

昭和１５年  創立 60 周年記念式典を挙行 

昭和１６年  高等女学校令による「渡辺高等女学校」を設置 

昭和１９年  渡辺女学校廃校 

昭和２０年  空襲により本郷湯島校舎全焼 

昭和２１年  東京第二陸軍造兵廠板橋製造所跡（現在地）へ移転 

昭和２２年  新学制による「渡辺女子中学校」を設置認可 

昭和２３年  新学制による「渡辺学園女子高等学校」を設置認可 

昭和２３年  渡辺女子中学校を「渡辺学園女子中学校」と改称認可 

昭和２４年  「東京家政大学 家政学部（生活科学科・被服科学科）」及び別科（１年制）を設置認可 

昭和２４年  渡辺学園女子高等学校は「東京家政大学附属女子高等学校」、渡辺学園女子中学校は「東京家

政大学附属女子中学校」と改称 

昭和２５年  「東京家政大学短期大学部（家庭科）」を設置認可。これに伴い東京家政大学家政学部は被服

科学科を廃し、生活科学科に児童栄養専攻と被服専攻を置く。別科は、短期大学に移行 

昭和２６年  創立 70 周年記念式典を挙行 

昭和２６年  法人組織を改め、「学校法人渡辺学園」と変更認可登記完了 

昭和２６年  東京家政大学家政学部生活科学科は児童・栄養・被服の 3専攻とする 
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昭和２６年  東京女子専門学校廃校 

昭和２８年  東京家政大学短期大学部に「別科」（家政専修）を設置認可 

昭和２８年  東京家政大学短期大学部の「家庭科」を「家政科」に、別科を「家庭科」と定める 

昭和２８年  「東京家政大学附属みどりケ丘幼稚園」を設置認可 

昭和３１年  創立 75 周年記念式典を挙行 

昭和３５年  東京家政大学短期大学部の 2専攻を児童・栄養・被服の 3専攻とする 

昭和３６年  創立 80 周年記念式典を挙行 

昭和３７年  東京家政大学家政学部の学科組織を変更（生活科学科を廃し、児童学科・栄養学科・服飾美

術学科とする） 

昭和３７年  東京家政大学短期大学部家政科の学科組織を変更（家政科を廃し、保育科・栄養科・服飾美 

術科とする） 

昭和４０年  学校法人の主たる事務所を変更（東京都板橋区加賀一丁目 18 番 1号） 

昭和４１年  東京家政大学家政学部を児童学科・栄養学科・服飾美術学科とする 

昭和４１年  東京家政大学短期大学部を保育科・栄養科・服飾美術科とする 

昭和４１年  東京家政大学短期大学部別科の家政専修を生活教養科と改称 

昭和４１年  創立 85 周年記念式典を挙行 

昭和４２年  東京家政大学にナースリールームを設置 

昭和４２年  東京家政大学家政学部栄養学科を栄養学専攻と管理栄養士専攻に分離 

昭和４５年  東京家政大学家政学部児童学科を児童学専攻と児童教育専攻に分離 

昭和４６年  東京家政大学家政学部服飾美術学科を被服専攻と美術専攻に分離 

昭和４６年  創立 90 周年記念式典を挙行 

昭和５６年  創立百周年記念式典を挙行 

昭和５６年  東京家政大学短期大学部別科（家政専修）を廃止 

昭和６０年  埼玉県狭山市に校地取得（国有地払下げ） 

昭和６１年  埼玉県狭山市に狭山校舎を開設、ここに東京家政大学文学部（英語英文学科、心理教育学科）

を開学 

平成 元年  東京家政大学大学院（家政学研究科修士課程＝食物栄養学専攻、被服造形学専攻）を開学 

平成 ３年  創立 110 周年記念式典を挙行 

平成 ４年  東京家政大学大学院（家政学研究科修士課程）に児童学専攻を増設 

平成 ５年  東京家政大学大学院（家政学研究科博士課程）人間生活学専攻を増設 

平成 ６年  校祖渡邉辰五郎生誕 150年（記念行事を行う） 

平成 ７年  東京家政大学短期大学部国際コミュニケーション科を設置 



                                   

 3

平成 ８年  東京家政大学大学院文学研究科を設置 

平成 ９年  東京家政大学家政学部環境情報学科を設置 

平成 ９年  東京家政大学家政学部服飾美術学科の「被服専攻」を「服飾専攻」に改称  

平成１４年  東京家政大学家政学部児童学科に育児支援専攻を設置 

平成１５年  東京家政大学家政学部服飾美術学科美術専攻を改組し、造形表現学科を設置 

平成１５年  東京家政大学家政学部服飾美術学科服飾専攻を東京家政大学家政学部服飾美術学科に変更 

平成１８年  文学部開設 20周年記念式典を挙行（狭山校舎） 

平成１８年  創立 125周年記念式典を挙行 

平成１９年  板橋校地の隣接国有地を購入 

平成２１年  東京家政大学家政学部環境情報学科を「環境教育学科」に改称 

       東京家政大学文学部を「人文学部」に、同英語英文学科を｢英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科｣に改称 

       東京家政大学家政学部児童学科児童教育専攻を廃し、「児童教育学科」を設置 

       東京家政大学文学部心理教育学科を廃し、「人文学部心理ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ学科・教育福祉学科」を 

       設置 

平成２１年  東京家政大学短期大学部国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科廃止 



２．設置する学校の内容

学 校 名 学 部 名 等 学 科 名 等
入学
定員
(人)

入学
者数
(人)

収容
定員
(人)

現員
(人)

備 考

家政学研究科 人間生活学専攻 2 2 6 7 博士後期課程

食物栄養学専攻 6 7 12 9 修士課程

被服造形学専攻 6 3 12 3

児童学専攻 6 3 12 5

文学研究科 英語英文学専攻 6 4 12 6

心理教育学専攻 9 12 18 26

35 31 72 56

東京家政大学
家政学部 児童学科 150 178 780 911

児童教育学科 85 111 170 217 平成21年度設置

栄養学科 225 248 930 1,001

服飾美術学科 140 174 570 707

環境情報学科 ― ― 160 162
平成21年度より
募集停止

環境教育学科 75 97 150 201
平成21年度
名称変更

造形表現学科 107 160 438 579

文学部 英語英文学科 ― ― 250 303
平成21年度より
募集停止

心理教育学科 ― ― 200 255
平成21年度より
募集停止

人文学部 英語コミュニケーション学科 120 170 240 324
平成21年度
名称変更

心理カウンセリング学科 80 97 160 191 平成21年度設置

教育福祉学科 70 86 140 180 平成21年度設置

1,052 1,321 4,188 5,031

保育科 200 227 400 430

栄養科 180 201 360 397

服飾美術科 70 71 140 150

450 499 900 977

東京家政大学
　附属女子高等学校

全日制普通科 360 372 1,080 1,088

東京家政大学
　附属女子中学校

150 126 450 454

30 23 90 92

2,077 2,372 6,780 7,698学 園 計

平成22年5月1日現在

計

計

計

東京家政大学
　　　  大学院

東京家政大学
　　短期大学部

東京家政大学
　附属みどりケ丘幼稚園
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３．施設の状況

平成23年3月31日現在

面 積

88,400.08㎡

83,282.24㎡

箱根仙石
セミナーハウス

1,338.89㎡

妙高緑苑荘 10,850.00㎡

狭 山 校 舎

校外施設

住 所

〒173-8602　東京都板橋区加賀１－１８－１

〒350-1398　埼玉県狭山市稲荷山２－１５－１

〒250-0631　神奈川県足柄下郡箱根町仙石原９３１

〒949-2106　新潟県妙高市大字田口１５５６－１２

施 設 名

板 橋 校 舎
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事 務 室

附属女子高等学校 事 務 室

ナースリールーム

附属女子中学校 事 務 室

附属みどりｹ丘幼稚園 事 務 室

国際交流センター 事 務 室

事 務 室

生涯学習センター 事 務 室

臨床相談センター 事 務 室

ヒューマンライフ支援センター 事 務 室

地域連携協力推進センター

人 間 文 化 研 究 所 事 務 室

保 健 セ ン タ ー 事 務 室
短期大学部

生 活 科 学 研 究 所 事 務 室

博 物 館 事 務 室

事 務 室

評 議 員 会

大 学 図 書 館

進路支援センター 事 務 室

共 通教 育推 進室
理 事 会 常務理事会

大 学 院 事 務 室

教員 養 成 教 育 推 進 室

事 務 室

教育・研究支援課

監　　　事
学 生 支 援 課

大 学 教育・学生支援センター

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ｰ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 管 理 セ ン ター

狭 山 校 舎 管 理 部 事 務 室

プロジェクト推進室 事 務 室

人 事 課

経 理 課
財 務 部

学 園 本 部 管 財 課

総 務 課
総 務 部

４．法人組織構成 平成22年5月1日現在
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５．役員・評議員・教職員の概要

　(1)第20期理事会･第20期評議員会

理 事 長 清 水 司

常 務 理 事 木 元 幸 一

常 務 理 事 湯 山 隼 之 助

常 務 理 事 風 間 良 子

常 務 理 事 岩 井 絹 江

常 務 理 事 平 澤 尚 孝 教学（板橋）担当

常 務 理 事 矢 田 裕 士 教学（狭山）担当

理 事 三 好 博 子

理 事 神 内 喜 久 代

理 事 小 林 静 美

監 事 和 田 義 博

監 事 示 村 悦 二 郎

【評議員】

寄附行為第15条第1項第1号の評議員

伊 澤 修 大 澤 力 折 井 晋 也 川 合 貞 子

千 田 真 規 子 髙 岸 徹 西 村 純 一 菱 沼 す み 子

平 澤 尚 孝 三 好 博 子 望 月 幹 子 矢 田 裕 士

和 田 史 生

寄附行為第15条第1項第2号の評議員

大 関 節 子 織 田 勝 美 神 内 喜 久 代 小 林 静 美

近 藤 美 文 齋 藤 禮 子 佐 藤 妙 子 外 西 寿 鶴 子

渡 辺 良 子

寄附行為第15条第1項第3号の評議員

新 井 哲 男 佐 野 清 克 澤 浦 千 枝 子 武 政 明 子

戸 谷 ま す み 森 田 松 子 渡 辺 清

定　数　　理事長・理事　　10名

　　　　　監事　　　　　　 2名

実　数　　評議員　29名

財務担当

総務･教学担当

公認会計士

緑窓会(同窓会)副会長

緑窓会(同窓会)部長

          評議員　　　　　22名～29名

実　数　　理事　10名　　　監事　2名

【役員】

学校法人渡辺学園職員

学校法人渡辺学園理事

東京家政大学附属女子高等学校校長
東京家政大学附属女子中学校校長

東京家政大学学長
東京家政大学短期大学部学長
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　 （2）教職員の概要

法人 大学 短大 高等学校 中学校 幼稚園 ナースリー 計

本 務 144 33 52 31 6 266

兼 務 274 41 28 15 2 360

計 0 418 74 80 46 8 626

本 務 1 151 37 8 4 0 6 207

兼 務 0 79 20 13 10 1 4 127

計 1 230 57 21 14 1 10 334

1 648 131 101 60 9 10 960

51.8 歳

40.7 歳

平成22年5月1日現在

区 分

合 計

職員（本務）の平均年齢

教員（本務）の平均年齢

教員

職員
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常 務 理 事 会 11回 　４／１３、　５／１１、　６／８、　７／６、　９／１４・２１、　１０／１２、　１１／９、

　１２／７、　１／１１、　２／８・１５、　３／８・１６

臨時常務理事会 5回 　４／２２、　５／１８、　６／２９、　１２／１４、　１／８

 理　　事　　会 11回 　４／２７、　５／２５、　６／２２、　７／２０、　９／２８、　１０／２６、　１１／２２、

　１２／１４、　１／２５、　２／２２、　３／２２

臨 時 理 事 会 ３回 　５／２５、　１２／１４、　３／２２

評 議 員 会 ３回 　５／２５、　１２／１４、　３／２２

６．理事会・評議員会等の概要

＊監事は常務理事会（臨時含む）を除く、理事会（臨時含む）及び評議員会へ出席した。
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Ⅱ．事業の概要 

１．学校法人の概況 

１．学校法人の概況 

本学園は女子教育の高等教育機関として着実に発展しており、平成 21 年に板橋キャンパスに人

文学部が統合された後、平成 22 年度に大学の改組転換による教育の見直しが行われた。また、平

成 23 年度は創立 130 周年を迎えるため、校祖の渡邉辰五郎先生の教えである女子教育や自校教育

をさらに推し進めるために教育講演やシリーズ講演を行う予定である。 

大学においては人文学部移転に伴う板橋校舎の改修工事及び学部の改組やワンキャンパス化に

対応するため大学 17 号館を完成し教育施設の充実を図った。 

平成 22 年度に、大学基準協会による 2 回目の大学評価（認証評価）を受け適合の認定評価を得

た。 

附属学校の内、中学校・高等学校は都内私立学校間の激しい競争の中、国の就学支援金支給制

度等による公立学校志向などから定員割れとなり、対応策としてカリキュラム変更や生徒の学園

に対する意識調査・分析等を行ったが、平成 23 年度も厳しい状況にある。 

平成 22 年度の学園の財政状況は、大学･短大では定員を上回る入学者を確保したことによる学

納金の増加等により帰属収支差額の改善が見られた。また、消費収支差額も平成 15 年度以降 7

年ぶりに消費収入超過となり繰越消費支出超過額は対前年度 3.6 億円減の 44 億円へと改善した。

しかし、設置学校別財務比較においては、大学･短大を除いて、高等学校、中学校、幼稚園及びナ

ースリールームはいずれも厳しい状況にあり､各々の問題点を個別に分析したうえで、改善の方策

を検討する必要がある。 

また、将来に向けた資金の引当てを確保しつつ、収支均衡のとれた健全な財政基盤を維持する

ために中長期計画の策定が学園として急務と思われる。 

狭山キャンパス利用については、平成 20 年 3 月に狭山キャンパス再開発検討委員会における検

討、平成 22 年 10 月に狭山キャンパス利用計画調査委員会の中間報告を経て、平成 23 年 3 月に最

終報告案が出されたが、今後、それらの実現性に向けて具体的検討に入る。 

学園は業務の適正･適法化､効率化及び教職員の業務に関する意識向上を図り､法人の健全な発

展と社会的信頼の保持に資するため、平成 23 年度より内部監査制度の導入を決め、諸規程を整備

した。また、従来のセクシュアル・ハラスメント防止等規程を基に変更し、新たにハラスメント

防止等規程を整備した。 

東京家政大学と東京都北区は、相互の人的・物的両面の資源を活用し地域社会の発展や住民福

祉の向上、人材育成や学術発展に寄与するなど、平成 23 年度より包括的な協力体制を取っていく

ことになり、連携協力に関する包括協定を締結した。 

平成 21 年度に消防法改正に伴い、平成 22 年度まで施行が延長されていた消防計画について防

災管理等を含め変更届けを行った。平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では対策本部を

設置し対応に当たった。当日は、本学の学生･生徒･幼稚園児・教職員及び一般避難者合わせて約

900 名が帰宅できず学内で宿泊したが、けが人はなく建物への損傷も年次計画で行ってきた老朽

化建物の建替工事や耐震・免震工事の施行により、使用に支障を来たす被害には至らなかった。

また、在学生等の安否確認を行い、大震災による被災学生に対する学費減免等の特別措置を取る

方向で進めている。緊急事態に備え、危機管理マニュアルの策定が急がれる。 

 

２．主な教育研究活動 

〔大学・短期大学・大学院及びその関連〕 

「今後 10 年間、本学が目指す教育の進むべき姿」と「今後 5 年間に、本学が総合的かつ計画的

に取り組む施策」を視野に置き、当面の様々な施策を実施・検討した。ここ数年、授業日数の 15

回完全施行に伴い、8 月までずれ込む前期の授業日程やオープンキャンパス、入試、大学の卒業

論文卒業制作発表、大学院の修了試験等長期の後期日程等に加え、国家試験対策や種々の資格試

験対策・指導等授業以外の業務も嵩み、教員の教育研究活動は過密多忙を極めている。しかし、
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今の高等教育の置かれた状況や近年の不景気による就職対策も深刻であることを考えると避ける

ことの出来ない傾向にある。大学としては、教育力や研究レベルの低下を防ぎつつ、教育研究の

更なる充実のために、この平成 22 年度の事業報告を参考にし、教職員（各学科・各部署）一体と

なって、より効率的で適切な教育研究の協力体制を築いていくことが必要となってきている。 

 

 1)大学基準協会による、2 回目の第三者評価の審査の実施 

本学は、平成 16 年度に大学基準協会の加盟申請による第三者評価を受け、「適合」の認証

評価を得た。平成 22 年 4 月に、自己点検評価報告書を大学基準協会へ提出し、2 回目の第三

者評価を受けた。10 月 14 日に訪問審査があり面接評価を経て平成 23 年 3 月に適合の認証評

価を得た。 

 

2)教育・研究の充実 

①共通教育の充実 

大学の共通科目の中核として、人間教育科目群を開設し、平成 22 年度から実施した。履

修ガイドブックを作成し周知徹底を図ったことにより、この科目群の意義と内容が理解さ

れ、選択が極度に集中することはなく、本学が今まで全学講座等で経験してきた不都合な

部分は回避された。 

外国語科目の充実（中国語、コリア語等の増設）を図り、特に英語については習熟度別

のクラス編成を実施し、クラスにより全て外国人講師を配置するなどの工夫を行った。 

 

②ＦＤ活動・講演会・研修会 

授業アンケートは、非常勤を含め、ほぼ全教員・全科目において実施された。全教員に

公開授業を募り、多くの教員が応じた。 

(A)教職員研究会・21 世紀に生きる女性リーダーを育てる 

「今、社会で求められる力～社会人基礎力 経済産業省 坪井秀一講師」 

「シンポジウムⅠ 新たな目標に向かって・本学教職員の資質と能力について・キャリ

ア支援教育の現状と今後」「シンポジウムⅡ FD 活動の問題点と課題・教職 e ポートフ

ォーリオの活用」  

(B)リサーチウィークス 

・ポスターセッション 

・オープニングレクチャー 

「乳幼児心理学の歴史的誤認・平澤尚孝准教授、遺伝子情報利用の広がり・藤森文啓

准教授」 

・FD フォーラム  

「授業公開について・井上俊哉教授」「授業公開の活用・半澤嘉博准教授」 

「ドイツの大学教育から東京家政大学 FD の独自性を探る・ランブレヒト助教」 

「デンマークの大学教育から東京家政大学 FD の独自性を探る・松岡洋子講師」 

(C)新年講演会「文部科学省国立政策研究所藤田晃之・キャリア教育の新たな展開」 

 

③アドミッションポリシーの開示とディプロマポリシーの設定 

  大学の教育理念を含む、学部・学科のアドミッションポリシーが作成され開示された。

また、学位授与の基準を具現化したものとしてディプロマポリシーが設定された。ディプ

ロマポリシーは、学生にとっては、本学で学ぶことの目標となるべきもので、そのため学

生自身の自己確認の目安として、Web による達成度調査を一部試行し、次年度以降の参考

資料を得た。 

 

④教員選考規程の検討 

  教員選考の透明化と公平化を図るために、平成 2１年度 1 年間の教員選考委員会での審

議の中で検討を要すると思われる課題について平成 22 年度教授会で公表した。今後直ぐに

改正するのではなく、平成 22 年度の 1 年間の教員選考において、その課題を精査し解決方
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法を慎重に検討することとした。特に、私学として、教育面での評価を数値化していくこ

とが大きな課題として残された。 

 

⑤学生満足度調査 

  昭和 46 年以来約 5 年置きに実施していた第 8 回目の学生調査を実施した。但し、ここ数

年は、授業アンケートは FD 活動の中で行ってきたので、授業についてのアンケートは省か

れた。結果の集計と解析は、時間をかけて検討し、今後の課題とその解決に向けて平成 23

年度中に問題提起を行う。 

 

⑥教育情報の公表 

  財務情報は既に公開しているが、平成 22 年度 6 月に学校教育法施行規則の一部改正によ

り、教育情報は平成 23 年度から公表することが義務付けられた。努力義務と義務化される

内容とがあり、その指導に沿って準備を行った。 

 

⑦その他 

・「家政大学生の 100 冊」作成を検討し、一部実施した。 

・入学後導入教育として放送大学コンテンツ UPO-NET の利用について検討した。 

・学生の愛校心の育成と社会参加を助長し、自主自律の精神を涵養するために、学生によ

る通学路交通量調査や交通整理補助等に参加させた。また、それらの活動を通じて自分

達の問題提起や解決を行い、大学側と協働することで大学運営への参加を一歩進めた。

オープンキャンパスには既に在学生が積極的に参加し活動しているが、今後さらに適切

な食堂運営やアンケート解析への学生参加を導入するためには、多くの部署の意識改革

と協力が不可欠である。 

・環境教育学科藤森准教授が第 1 回「食の新潟国際賞」21 世紀希望賞を受賞した。 

 

3)入試状況 

平成 23 年度入試の志願者は、ワンキャンパス化も 3 年目を迎え、本学のキャンパス再編と

新たな教育改革への取り組みも広く評価され、さらに地区入試戦略の見直しも定着してきて

いる。志願者は累積 1 万人を超えた。特に、短期大学から大学への定員移動を行った服飾美

術学科は昨年より多くの志願者を集め、安定したレベルの高さと本学の素早い判断が支持さ

れたことがうかがえる。人文学部も、多くの志願者を集め、英語コミュニケーション学科、

心理カウンセリング学科、教育福祉学科は、家政学部よりは全国的に広域での志願者があっ

た。今後、家政学部と共に本学の両輪としてさらに発展するため、質の向上に努め、競争力

を高め、大きな柱として育てていく必要がある。一方短期大学部は、例年より僅かに志願者

が増えた。本学の短期大学部が、時流に流されず伝統に基づく正道での教育を行い、就職結

果を出していることが評価されていると思われる。大学・短期大学ともに、さらに将来の予

測と今後の見通しを立てることが重要であると考えている。予備校からの大学入試難易度ラ

ンキングが毎年発表されるが、大手 4 予備校予想難易度で、本学の管理栄養士が、全国第 3

位で掲載されており、それらが本学の管理栄養士国家試験合格率を上位につなげている所以

でもある。また、心理カウンセリング学科は、38 位に掲載されているが、ほぼ同位に臨床心

理系上位大学が集中しており、本学の勢いからみて、さらに上位を目指すことが出来ると期

待できる。入学定員に対するオープンキャンパスへの参加率は、全国 3 位、女子大で 1 位と

なっており、本学の学生確保については進路支援センターが中心となって、教職員が一丸と

なって取り組んでいる。 

 

4)就職状況 

不況により就職活動は大変厳しいが、従来からの支援に加え、文部科学省の指導に基づき、

本学独自のキャリア支援システムを構築し、キャリア教育、就職支援に一層力を入れ、専門

職での高い就職率を得ている。特に本学の特色は、専門職別にきめ細かなキャリア･就職支援

プログラムを組み、教員と進路支援センターが人事採用経験者である進路アドバイザーと連
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携して、学生の自己啓発プログラムを体系化し、学生の進路決定を支援していることにある。

求人情報の速やかな把握･配信を含め、プログラムを充実させ、保護者との連携も加わり、学

生の自立･就職活動支援を継続していることが結果に繋がり、不況の中、大学 93％、短期大

学部 94％という高い就職決定率となった。 

 

5)改組転換及び名称変更の学部・学科について 

児童学科児童教育専攻・児童教育学科、環境情報学科・環境教育学科、文学部・人文学部、

英語英文学科・英語コミュニケーション学科、心理教育学科・心理カウンセリング学科・教

育福祉学科は何れも 3,4 年生と 1,2 年生の混在であるが、円滑な教育が行われている。3,4

年生の教育を支障なく実施しながら、1,2 年生の教育は、新カリキュラムのもと新たな教育

目標を掲げて邁進している。学科の独自性と競争力を育成するために新たに取り入れた幾つ

かの授業形態も 2 年目に入り、より一層の充実を図っている。また、学科強化費等を有効に

利用されている。 

 

6)教育・学生支援センター、共通教育推進室、教員養成教育推進室 

教育・学生支援センターは、約 6,000 人の在学生と教員の教育研究支援を行っており、学

位授与式の延期はあったが、全ての学事日程を滞りなく消化した。近年の多様化する学生の

ニーズと教育の技術革新に対する対応が今後の課題として残された。 

共通教育推進室は、多種多様な授業内容と授業形態に対して、非常勤講師・ゲストスピー

カーの配置および受講抽選システム、英語習熟度別クラス編成と成果の判定等初めての課題

に取り組み、実施して成果をあげた。 

教員養成教育推進室は、教職課程 e ポートフォーリオ作成等新たな教員養成教育補完シス

テムを立ち上げた。小・中・高等学校教職課程の一部一元化も進めつつ、教育職員免許状の

相互乗り入れ等に関して新たな課題も出てきている。幼稚園、栄養教諭、養護教諭も含めて

平成 23 年度中に種々の課題解決を図り、当初の目標に近づけることが必要であると思われる。 

 

7)教員免許状更新認定講習会の実施 

教員免許状更新認定講習会を、平成 22 年 8 月 16 日～21 日に板橋キャンパスと狭山キャン

パスの両方で実施した。 

 

8)文部科学省教育改革支援ＧＰ    

文部科学省大学教育改革支援プログラムＧＰ採択の「出身地域へのアウトリーチによる自

立支援―地方を支える人材育成プラン」が平成 22 年度も進路支援センターが中心となって実

施された。また、平成 21 年度採択の大学教育・学生支援推進事業（テーマＢ）が、大学と短

期大学部で実施された。平成 22 年度も短期大学の「就業力支援プログラム」が採択され実施

された。 

  

9)附属機関 

①図書館 

図書館は図書館システムの入替を行うとともに、学術論文等の研究成果を収集、提供す

る「東京家政大学機関リポジトリ」を開設した。学術情報リテラシー教育支援の一環であ

る授業支援も、人文学部においては全 1 年生に対し実施し評価を得た。また、校祖渡邉辰

五郎と当初学長青木誠四郎の貴重図書コレクションのデジタル化を行った。 

 

②博物館 

平成 22 年より常設展示室に「学園の歴史と創設者」コーナーを新設した。企画展では、

金色に輝く革と紙の魅力に迫る「きらめきの金唐革・金唐紙」展と、重要有形民俗文化財

指定 10 周年を記念して「渡辺学園 裁縫雛形コレクション」展を開催した。 

 

③その他生活科学研究所、人間文化研究所、国際交流センター、生涯学習センター、保健セ
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ンター、臨床相談センター、地域連携協力推進センターは、平成 22 年度事業計画に沿って

業務を遂行した。 

 

④ヒューマンライフ支援センター 

    平成 22 年度 4 月より、板橋区と共同による子育て支援活動として「森のサロン」を開設

した。東武デパートでの各種食品メニュー開発等多くの共同事業、委託事業を実施した。 

 

（大学院） 

  2 回にわたる第三者評価で指摘された大学院の定員確保の解決及び今回のワンキャンパス化に

伴い、平成 21 年度設置された大学院将来計画検討委員会の 1 年間にわたる審議結果を受けて、平

成 22 年度は、大学院改組準備委員会を設置・検討し、改組案を作成した。平成 24 年度開設に向け

て文部科学省に申請することとなった。 

 

〔中学校・高等学校〕 

１.教育内容の充実 

 平成 22 年度に新しくスタートしたコース制は、同時に設けた教員組織の学習進路部主導の下、

講習・補習の強化、勉強合宿など様々な試みが行われ、外部テストによる偏差値の上昇など学習

意欲・学力の向上が見られた。中学校では、学力差に応じて講習・補習が行われ、自習道場など

の新しい試みも成果をあげた。高校では、1 年生対象に勉強合宿を実施、学力向上と自主的な学

習への取り組みが進んだ。中学高校とも躍進コースにおいて学力の向上が著しかった。創造コー

スにおいても、学力向上と共に、成績下位者が減少した。 

 

２.キャリア教育 

 総合学習として行われているヴァンサンカン（25 歳）プランは例年通り順調に行われた。特に

高校生に対する 25 歳に成長した卒業生たちの講演会や、中学生に対する高３進路決定者の講演会

は感銘を与えたようだ。生徒のモチベーションは向上したが、大震災のため新企画の各大学説明

会など学年末考査後の行事が中止となった。 

 

３.心のケア 

 面談、相談は例年のとおり実施、生徒間、生徒教師間の結びつきは強く、学校評価でも生徒・

保護者の満足度は高い。さらに今年度は、深刻な心的状況を抱える生徒も少なかった。地震の避

難でのグランド集合時に落ち着いて行動し、かつ幼稚園児など弱者への保護活動を行うなど伝統

的な生徒の真面目さ思いやりの深さなどが見られた。 

 

４.生徒募集 

 平成 23 年度新入生は中学 110 名 4 クラス、高校 323 名 9 クラスとなった。入試広報部を設け、

中高の統一を図り、入試広報に力を入れたが、応募増には至らなかった。従来からの生徒を大切

に育てる校風と共に、知力、学力に基づく自らを律する力を備えた女性の育成をより一層、目に

見える形でアピールしたい。 

 

〔幼稚園〕 

１．保護者との連携、啓発を図り、協力体制を進めながら、幼稚園教育の充実発展を目指すこと

ができた。 

1） 園長講話や副園長のお話し会、園連絡会、園便りや学級便り、保育参加などを通して、幼

稚園教育に対する保護者の理解を図りながら、親と保育者がともに保育を考え、幼稚園の

環境作りや行事への積極的参加を促すことができた。 

2） 園庭や大学構内の自然に恵まれた環境を生かした保育を心がけ、教育効果をあげることが

できた。5 月、11 月に子ウサギが生まれ、小動物を可愛がる心や慈しむ心を育むとともに、

世話をする姿が見られた。また、今年度の修了製作として、年長児がウサギ小屋を心をこ

めて作ることができた。 
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3） 預かり保育（ももの時間）の充実を図り、子育ての支援を行った。7 年が経過し、保育体制

も整い、23 年度からは、週 5 日の預かり保育実施の運びとなった。 

 

２．幼稚園教育の充実は基より、幼稚園案内やホームページ等による広報の充実や、保育者の参

加による森のサロン、未就園児（2 歳児未満）保護者の施設見学受け入れなどを推進した結果、

23 年度は入園希望者が増加した。 

 

３．大学及び附属高校との連携を密に図ったことで、ボランティアや卒業論文、教育実習などに

意欲的に参加する学生が増加し、幼児も学生たちも互恵性のある連携・交流を進めることがで

きた。 

 

４．家庭で子育てに努力している保護者を対象とした子育て支援の方法として、子育て相談の他

に、講演会や講習会の実施、サークル活動の援助、未就園児（園児弟妹）を含む自然環境作り

への参加など、保護者が子育てに喜びを持てるように関わった。そのことで、親と保育者がと

もに保育を考え、「子ども達のために」という共通の目標をもって、幼稚園の教育に参画するこ

とができた。 

 

〔ナースリールーム〕 

１．22 年度ナースリールーム乳幼児数 

   新入室児    6 名 

   終了児     4 名 

   在籍児     15 名 

 

２．実習生・ボランティア・授業協力・卒論協力を積極的に受け入れた。また外部施設（私立・

公立保育園・特別支援学校・私立幼稚園・企業）の保育者・教師等の実習・研修・見学希望が

多数あった。 

 

３．大学にある施設としての特色を生かし、学内部署との連携を図り、研究、研修、広報活動等

を通して保育の質及び保育者の専門性の向上を図り広く社会に貢献した。 

 

４．日々の保育を通して、家庭との連携を丁寧に行い、子育ての楽しさ、子どもひとり一人の育

ちの豊かさを保護者と共有しながら、保護者の心のゆとりやよりどころとなる支援を心掛けた。 

 

３．主な教育研究施設・設備の整備 

〔大学院・大学・短期大学〕 

 国と東京都によるエネルギー削減の努力目標達成のため、既存建物の空調設備や照明器具を最

新の省エネルギー機器に取替更新し、温室効果ガス排出量の削減とエネルギー使用量の削減を図

った。また、壁面緑化や日差し対策用ルーバーを設置し、環境に配慮した建物として大学 17 号館

が竣工した。さらに、図書館や CALL 教室等のシステム更新を行うなど、教育研究施設の充実を図

った。 

 

 1)板橋校舎大学 17 号館建築工事 

   平成 22 年 2 月に着工していた板橋校舎大学 17 号館（鉄骨造一部鉄筋コンクリート造 地

上 4 階地下 1 階 延床面積 1,582.67 ㎡）が 9 月に完成した。 

建物は 1・2 階に講義室 6 室、3・4 階に研究室と学生指導室や人文系の実験・実習室が配

置され、後期授業より供用を開始した。 

 

 2)板橋校舎大学 5 号館空調設備等取替工事 

   大学 5 号館各室の空調設備を国土交通省の建築物省エネ改修推進事業の補助金を受け、エ
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ネルギー消費効率の良い機器に取替工事を行った。電源の一部は、クリーンエネルギーであ

る太陽光発電設備を取り入れ、CO2 とエネルギー使用量の削減を図り、さらに各階の南面窓

に遮光フィルムを貼り空調負荷の削減に努めた。 

   また、地下 2 階の暖房用ボイラー設備（3 基）を撤去、各階階段に手摺を取付け、老朽化

した各階防火扉の改修工事も行った。 

 

 3)板橋校舎既存建物改修工事 

   新たな実習形態に対応するため、既存 3 実習室を英語技能特別実践ルーム、カウンセリン

グ実験実習室及びグループ授業に対応可能なピアノ実習室へ各々改修工事を行った。さらに、

平成 23 年 7 月の地上波デジタル放送への完全移行に対応するため、テレビアンテナ等の調

整・取替工事を行った。 

 

 4)板橋校舎学生食堂改修工事 

   85 周年記念館 1 階の学生食堂は、狭山校舎からの学生移転に伴う昼食時の混雑解消や席数

の確保のため、カウンター改修工事と国土交通省の建築物省エネ改修推進事業の補助金を受

け厨房内給湯設備及び厨房機器を省エネ型に取替工事を行い、さらに各階の南面窓に遮光フ

ィルムを貼り空調負荷の削減を行った。 

 

 5)板橋校舎省エネルギー対策工事 

   大学 9 号館の照明器具を板橋校舎の消費電力削減の対策工事として省エネルギータイプの

機器へ取替工事を行った。 

   また、120 周年記念館地下 1 階の防災センターに、学内各建物の電気量を把握しエネルギ

ー削減計画を作成するための電力監視設備を設置した。 

 

 6)板橋校舎構内環境整備 

   85 周年記念館横広場は、新設された十条門から入構する学生・生徒・教職員や来訪者が多

いため、環境整備と通路の拡張工事を行った。 

   また、正門の門扉の改修と、老朽化した正門周辺のフェンス改修工事を行った。 

 

 7)大学図書館システム更新 

   大学図書館システムを機関リポジトリに対応できる図書館システム「E-Cats Library」に

更新した。 

 

 8)大学 10 号館 CALL 教室システム更新 

   大学 10 号館 CALL 教室の機器取替更新を行い、情報教育環境の整備・充実を図った。 

 

 9)大学 5・6 号館視聴覚設備更新 

   大学 5・6 号館の実験・実習室の視聴覚設備の取替更新を行い、教育環境の整備・充実を図

った。 

 

〔幼稚園・中学校・高等学校〕 

 1)附属 E 校舎改修工事 

   附属 E 校舎は外壁改修工事と国土交通省の建築物省エネ改修推進事業の補助金を受けた空

調設備の取替工事を行った。電源の一部にクリーンエネルギーである太陽光発電設備を取り

入れ、CO2 とエネルギー使用量の削減を図り、さらに各階南面窓に遮光フィルムを貼り空調

負荷の削減を行った。 

 

 2)地上波デジタル放送対応テレビ設置 

   中学校・高等学校校舎のうちホームルームの既設テレビを東京都私学財団からの助成金を

受けて地上波デジタル対応のテレビに取替工事を行った。 
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 3)中学校・高等学校 CALL 教室整備工事 

   平成 22 年度私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校 IT 教育設備整備推進事業

費）を受け、附属 C 校舎 CALL 教室の機器取替を行った。新システムはマルチメディア対応パ

ソコンと Web 利用型教材を導入した LL システムに更新され、情報教育環境の整備を図った。 

 

 4)中学校・高等学校基幹システムサーバ更新 

   中学校・高等学校の基幹システムサーバの更新を行った。 

 

 5)中学校・高等学校「緊急連絡網システム」の導入 

   緊急時に学校から各家庭宛にメール・電話・ＦＡＸで同時に連絡ができる「子ども安全連

絡網」システムを導入し、緊急時の連絡体制の充実を図った。 

 

〔狭山校舎〕 

 狭山校舎 2 号館第 1 情報処理教室他空調機器の経年劣化に伴う取替更新を行った。 



Ⅲ．財務の概要

1．資金収支計算

(収入の部) ( 単位：百万円 )

科 目 22 年 度 決 算 21 年 度 決 算 増 減
（22年度-21年度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 8,277 8,022 255

手 数 料 収 入 320 310 10

寄 付 金 収 入 64 74 △ 10

補 助 金 収 入 1,288 1,225 63

資 産 運 用 収 入 111 116 △ 5

資 産 売 却 収 入 600 650 △ 50

事 業 収 入 183 222 △ 39

雑 収 入 454 182 272

前 受 金 収 入 1,516 1,663 △ 147

そ の 他 の 収 入 419 2,032 △ 1,613

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 2,084 △ 1,872 △ 212

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 11,630 10,498 1,132

収 入 の 部 合 計 22,778 23,121 △ 343

（支出の部）

科 目 22 年 度 決 算 21 年 度 決 算 増 減
（22年度-21年度）

人 件 費 支 出 5,860 5,452 408

教 育 研 究 経 費 支 出 1,789 1,814 △ 25

管 理 経 費 支 出 655 592 63

借 入 金 等 利 息 支 出 61 66 △ 5

借 入 金 等 返 済 支 出 284 301 △ 17

施 設 関 係 支 出 497 1,721 △ 1,224

設 備 関 係 支 出 356 399 △ 43

資 産 運 用 支 出 2,400 1,105 1,295

そ の 他 の 支 出 187 206 △ 19

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 174 △ 164 △ 10

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 10,864 11,630 △ 766

支 出 の 部 合 計 22,778 23,121 △ 343

資金収支計算書

当期の予算の執行状況の概要は以下のとおりである。また、経年比較のため平成１８年度以降の執行
状況を掲載している。なお、以下の各表の金額は百万円未満を四捨五入して示しているため､合計など数
値が計算上一致しない場合がある。

当期の資金収入は学生生徒等納付金収入から資金収入調整勘定までの合計が１１１億４千８百万円（対
前年度比１４億７千６百万円減）で、そこに前年度からの繰越金１１６億３千万円を加えた収入総額は
２２７億７千８百万円（対同比３億４千４百万円減）となった。なお、学納金収入は対 同比２億５千
５百万円増、雑収入は退職金財団交付金の増を主因として対同比２億７千２百万円増、その他の収入は
引当特定資産からの繰入減少のため、１６億１千３百万円の減となった。

　一方資金支出は人件費支出から資金支出調整勘定までの合計が１１９億１千４百万円（同４億２千２
百万円増）となったため、収入総額２２７億７千８百万円からこれを差し引いた１０８億６千４百万円
が次年度繰越支払資金となった。なお、人件費支出は退職金の増を主因として対同比４億８百万円増、
施設関係支出はキャンパス整備計画がひと段落したことを主因として対同比１２億２千４百万円減、資
産運用支出は有価証券の購入増を主因として、１２億９千５百万円の増となった。
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２．消費収支計算

(消費収入の部) ( 単位：百万円 )

科 目 22 年 度 決 算 21 年 度 決 算 増 減
（22年度-21年度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 8,277 8,022 255

手 数 料 320 310 10

寄 付 金 66 84 △ 18

補 助 金 1,288 1,225 63

資 産 運 用 収 入 111 116 △ 5

資 産 売 却 差 額 1 1 0

事 業 収 入 183 222 △ 39

雑 収 入 472 273 199

帰 属 収 入 合 計 10,718 10,253 465

基 本 金 組 入 額 合 計 △ 853 △ 1,429 576

消 費 収 入 の 部 合 計 9,865 8,824 1,041

(消費支出の部)

科 目 22 年 度 決 算 21 年 度 決 算 増 減
（22年度-21年度）

人 件 費 5,766 5,455 311

教 育 研 究 経 費 2,864 2,879 △ 15

管 理 経 費 790 722 68

借 入 金 等 利 息 61 66 △ 5

資 産 処 分 差 額 15 41 △ 26

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 11 0 11

消 費 支 出 の 部 合 計 9,506 9,163 343

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額 359
当 年 度 消 費 支 出 超 過 額 △ 339
前 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 △ 4,722 △ 4,383

基 本 金 取 崩 額 0 0

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 △ 4,363 △ 4,722

帰 属 収 支 差 額 1,212 1,090 122

消費収支計算書

当期の消費収入は、帰属収入が１０７億１千８百万円（対前年度比４億６千５百万円増）となり、そ
こから基本金組入額８億５千３百万円を差し引き９８億６千５百万円となった。また、消費支出は９５
億６百万円となり、この結果収支の差が３億５千９百万円の収入超過となった。これに前年度繰越消費
支出超過額４７億２千２百万円を合わせ、翌年度繰越消費支出超過額は４３億６千３百万円となった。
なお、帰属収入と消費支出の差である帰属収支差額は１２億１千２百万円の帰属収入超過となり、消費
支出比率は８８．７％と前年度に比べ０．７ポイント改善した。
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３．貸借対照表

資産の部 ( 単位：百万円 )

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
(本年度末-前年度末)

42,879 41,551 1,328

有形固定資産 32,712 33,129 △ 417

その他の固定資産 10,167 8,422 1,745

11,364 11,954 △ 591

合計 54,243 53,505 738

負債の部､基本金の部､消費収支差額の部

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
(本年度末-前年度末)

5,071 5,472 △ 401

2,245 2,318 △ 73

計 7,316 7,790 △ 474

51,290 50,437 853

△ 4,363 △ 4,722 359

54,243 53,505 738

(参考)

正味資産 46,927 45,715 1,212

※ 正味資産 ＝ 資産 － 負債  { 基本金＋消費収支差額 }

減価償却額の累計額 20,543 19,594 949

基 本 金 未 組 入 額 2,785 3,052 △ 267

負債の部基本金の部
及び消費収支差額の部合計

固定負債

流動負債

科 目

当期資金収支及び消費収支の結果、本学の財産状況を示す貸借対照表は以下のとおりであ
る。資産の部の固定資産は、有形固定資産がキャンパス整備計画である大学１７号館新築工事
と、大学５号館省エネ改修工事、附属Ｅ校舎空調改修工事及び８５周年記念館給湯設備改修工
事や、備品・図書などの設備取得による増加と、正門前テニスコートの除却や備品の取替え更
新による除却などで３２７億１千２百万円となった。また、その他の固定資産は有価証券の購
入及び減価償却・退職給与・施設設備引当特定資産の繰入などにより１０１億６千７百万円と
なり、固定資産合計で対同比１３億２千８百万円増の４２８億７千９百万円となった。流動資
産では、現金・預金が１０８億６千４百万円と対同比７億６千６百万円減少し、合計で対同比
５億９千１百万円減の１１３億６千４百万円となった。この結果、資産の部合計では５４２億
４千３百万円（対同比７億３千８百万円増）となった。
また、負債の部では長期借入金や退職給与引当金を主とする固定負債が借入金の返済による
減少を主因として５０億７千１百万円となり、前受金や短期借入金を主とする流動負債が２２
億４千５百万円となったので、負債合計で対同比４億７千４百万円減の７３億１千６百万円と
なった。
さらに、基本金の部は借入金の返済及びキャンパス整備計画の進捗や備品の取替え更新など
による組入により対同比８億５千３百万円増加し５１２億９千万円となった。

負
債
の
部

科 目

固定資産

流動資産

資
産
の
部

貸借対照表

基本金の部　計

消費収支差額の部　計
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( 消費収入の部 )

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

7,909 7,820 7,970 8,022 8,277 

282 294 288 310 320 

127 76 55 84 66 

1,098 1,251 1,127 1,225 1,288 

89 109 102 116 111 

0 1 2 1 1 

180 191 208 222 183 

208 335 238 273 472 

9,895 10,076 9,990 10,253 10,718 

△1,768 △1,377 △972 △1,429 △853 

8,127 8,700 9,018 8,824 9,865 

( 消費支出の部 )

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

5,567  5,637  5,556  5,455  5,766  

2,957  2,850  2,859  2,879  2,864  

(1,000) (1,034) (1,019) (1,065) (1,075) 

916  839  735  722  790  

(148) (135) (127) (131) (136) 

15  78  73  66  61  

67  1  59  41  15  

0  0  0  0  11  

9,522  9,404  9,282  9,163  9,507  

359  

△1,395  △705  △264  △339  

△2,060  △3,419  △4,118  △4,383  △4,722  

36  5  0  0  0  

△3,419  △4,118  △4,383  △4,722  △4,363  

帰属収支差額(帰属収入－消費支出)の推移 ( 単位：百万円 )

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

373 672 708 1,090 1,212 

区 分

当 年 度 消 費 支 出 超 過 額

教 育 研 究 経 費

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額

（ 内 減 価 償 却 ）

資 産 処 分 差 額

借 入 金 等 利 息

（ 内 減 価 償 却 ）

資 産 売 却 差 額

科 目 年 度

帰 属 収 支 差 額

消 費 支 出 の 部 合 計

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額

人 件 費

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

基 本 金 取 崩 額

前 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

管 理 経 費

４．財務関係資料
(１)消費収支の推移

寄 付 金

手 数 料

学 生 生 徒 等 納 付 金

科 目 年 度

( 単位：百万円 )

資 産 運 用 収 入

補 助 金

消 費 収 入 の 部 合 計

基 本 金 組 入 額 合 計

帰 属 収 入 合 計

雑 収 入

事 業 収 入

参 考
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(資産の部)

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

43,600 42,769 41,398 41,551 42,879 

32,152 32,484 32,263 33,129 32,712 

土 地 12,792 12,823 12,683 12,683 12,683 

建 物 14,941 15,733 15,289 16,444 16,148 

そ の 他 4,419 3,929 4,291 4,002 3,881 

11,449 10,285 9,135 8,422 10,167 

有 価 証 券 4,045 3,695 2,847 2,598 3,598 

特 定 資 産 6,460 5,750 5,450 5,650 6,350 

(内、退職給与引当特定資産) (1,700) (1,750) (1,850) (1,950) (2,050)

第 2 号 基 本 金 引 当 資 産 801 700 700 0 0 

第 3 号 基 本 金 引 当 資 産 114 114 114 119 119 

そ の 他 28 25 24 55 100 

8,547 9,659 11,341 11,954 11,364 

現 金 ･ 預 金 8,280 9,239 10,498 11,630 10,864 

立 替 金 0 0 559 0 0 

そ の 他 267 420 284 324 500 

52,147 52,428 52,739 53,505 54,243 

( 負債の部、基本金の部および消費収支差額の部)

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

6,642 6,199 5,818 5,472 5,071 

長 期 借 入 金 3,647 3,324 3,023 2,739 2,456 

退 職 給 与 引 当 金 2,979 2,860 2,782 2,699 2,593 

そ の 他 17 15 12 34 22 

2,259 2,312 2,296 2,318 2,245 

短 期 借 入 金 345 323 301 284 284 

前 受 金 1,588 1,644 1,632 1,663 1,516 

そ の 他 326 346 363 371 445 

8,902 8,511 8,113 7,790 7,316 

45,144 46,617 47,589 49,713 50,566 

801 700 700 0 0 

114 114 114 119 119 

605 605 605 605 605 

46,664 48,036 49,008 50,437 51,290 

△3,419 △4,118 △4,383 △4,722 △4,363 

52,147 52,428 52,739 53,505 54,243 

第 2 号 基 本 金

第 3 号 基 本 金

科 目 年 度

負 債 の 部 合 計

　流　動　負　債

そ の 他 の 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

科 目 年 度

第 1 号 基 本 金

(２)貸借対照表の推移

( 単位：百万円 )

負債の部、基本金の部および消費収支
差 額 の 部 の 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部

基 本 金 の 部 合 計

第 4 号 基 本 金

　固　定　資　産

　流　動　資　産

　固　定　負　債

資 産 の 部 合 計
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(３)帰属収入と消費支出の推移

9,895

10,076

10,253

10,718

9,990

9,507

9,163

9,404
9,522

9,282

8989

9393

96

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（百万円）

84

86

88

90

92

94

96

98

（％）

帰属
収入

消費
支出

消費
支出
比率

(４)対帰属収入比率の推移

80 78 80 78 77

56 56 56
53 54

30 28 29 28 27

11 12 11 12 12

1 1 1 1 1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（％）

学生生徒等
納付金比率

人件費比率

教 育 研 究
経 費 比 率

補助金比率

寄付金比率
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(６)負債の推移

57
61

66

72

21
19 18 17 16

17 16 15 15
13

79

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（％）

退職給与
引当預金率

負債比率

総負債比率

8,547

11,449

32,152

9,659

10,285

32,484

11,341

9,135

32,263

11,954

8,422

33,129

11,364

10,167

32,712

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

(５)資産構成の推移

有　　　形
固定資産

その他の
固定資産

流動資産

（百万円）
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(７)消費収支差額と自己資金の推移

92 94 95
9493

85858483 87

212222
1816

△ 8.0△ 9.0△ 8.3△ 7.9△ 6.6

-20

0

20

40

60

80

100

120

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（％）

基本金比率

自己資金
構成比率

流動資産
構成比率

消費収支差額
構成比率

(８)資産・負債・正味資産の推移

52,147 52,428 52,739 53,505 54,243

8,902 8,511 8,113 7,790 7,316

43,245 43,917 44,626 45,715 46,927

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（百万円）

資産

負債

正味
資産
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（単位　円）

8,290,824,000 8,277,366,634 13,457,366

4,956,833,000 4,952,109,000 4,724,000

688,620,000 688,760,000 △ 140,000

344,785,000 336,210,634 8,574,366

2,206,940,000 2,205,290,000 1,650,000

63,010,000 63,056,000 △ 46,000

30,636,000 31,941,000 △ 1,305,000

316,704,000 319,668,570 △ 2,964,570

257,150,000 258,765,000 △ 1,615,000

6,329,000 5,856,050 472,950

8,817,000 8,602,650 214,350

5,060,000 5,038,245 21,755

39,348,000 41,406,625 △ 2,058,625

53,945,000 63,530,287 △ 9,585,287

53,945,000 63,530,287 △ 9,585,287

1,275,734,000 1,288,084,108 △ 12,350,108

670,905,000 682,552,000 △ 11,647,000

604,829,000 605,532,108 △ 703,108

113,368,000 110,868,003 2,499,997

513,000 508,549 4,451

104,429,000 102,332,124 2,096,876
8,426,000 8,027,330 398,670

600,000,000 600,000,000 0

600,000,000 600,000,000 0

186,553,000 182,992,687 3,560,313

12,787,000 11,773,325 1,013,675

9,396,000 8,930,450 465,550

3,391,000 2,842,875 548,125

162,973,000 160,126,362 2,846,638

113,261,000 113,260,667 333

1,591,000 1,768,790 △ 177,790

9,138,000 9,926,052 △ 788,052

3,554,000 3,344,850 209,150

523,000 573,802 △ 50,802

17,983,000 17,982,706 294

4,472,000 2,923,800 1,548,200

3,189,000 3,160,020 28,980

1,755,000 384,555 1,370,445

4,191,000 4,190,400 600

3,316,000 2,610,720 705,280

10,793,000 11,093,000 △ 300,000

10,793,000 11,093,000 △ 300,000

443,472,000 454,461,472 △ 10,989,472

379,244,000 387,276,120 △ 8,032,120

41,535,000 42,388,440 △ 853,440

1,152,000 247,931 904,069

13,535,000 13,573,313 △ 38,313

8,006,000 10,975,668 △ 2,969,668

受 託 事 業 収 入

科 学 研 究 費 関 連 収 入

幼 稚 園 収 入

免許状更新講習料収入

入 学 準 備 教 育 収 入

受 託 事 業 収 入

ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ支援ｾﾝﾀｰ収入

資　　金　　収　　支　　計　　算　　書

平成２２年 ４ 月 １ 日から
平成２３年 ３ 月３１日まで

入 学 金 収 入

差　　　　　　異

収　　入　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

学生生徒等納付金収入

決　　　　　　算

授 業 料 収 入

就職講座・試験料収入

退職金財団交付金収入

学 園 食 堂 収 入

箱根仙石ｾ ﾐ ﾅ ｰ ﾊ ｳ ｽ収入

生涯学習センター収入

雑 収 入

附 属 事 業 収 入

ナースリールーム収入

臨床相談センター収入

奨 学 基 金 運 用 収 入

受取利息・配当金収入
施 設 設 備 利 用 料 収 入

事 業 収 入

地方公共団体補助金収入

手 数 料 収 入

実 験 実 習 料 収 入

施設設備維持充実費収入

教職等課程履修料収入

給 食 費 収 入

大学入試センター試験
実 施 手 数 料 収 入

補 助 金 収 入

証 明 手 数 料 収 入

免 許 手 数 料 収 入

予　　　　　　算

入 学 検 定 料 収 入

資 産 売 却 収 入

有 価 証 券 売 却 収 入

寄 付 金 収 入

特 別 寄 付 金 収 入

資 産 運 用 収 入

国 庫 補 助 金 収 入

補 助 活 動 収 入

学 寮 収 入

地域連携協力推進ｾﾝﾀｰ収入

販 売 機 手 数 料 収 入

出 版 部 収 入

東京都私学財団交付金収入

入学案内書等頒布収入

そ の 他 の 雑 収 入

資料２



（単位　円）

200,000 200,000 0

200,000 200,000 0

1,401,340,000 1,516,320,000 △ 114,980,000

554,720,000 606,300,000 △ 51,580,000

588,800,000 631,910,000 △ 43,110,000

231,670,000 253,020,000 △ 21,350,000

12,100,000 11,490,000 610,000

14,050,000 13,600,000 450,000

348,629,000 418,737,626 △ 70,108,626

0 46,430,087 △ 46,430,087

100,000,000 100,000,000 0

8,659,000 450,000 8,209,000

239,970,000 239,969,880 120

0 31,887,659 △ 31,887,659

△ 2,083,890,000 △ 2,083,924,586 34,586

△ 420,779,000 △ 420,814,086 35,086

△ 1,663,111,000 △ 1,663,110,500 △ 500

11,630,005,295 11,630,005,295

22,576,884,295

そ の 他 の 収 入

収 入 の 部 合 計

前年度繰越支払資金

資 金 収 入 調 整 勘 定

差　　　　　　異

22,778,310,096

収　　入　　の　　部

予　　　　　　算 決　　　　　　算科　　　　　　　　　　目

借 入 金 等 収 入

期 末 未 収 入 金

前 期 末 前 受 金

前 期 末 未 収 入 金 収 入

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金
か ら の 繰 入 収 入

奨 学 貸 付 金 回 収 収 入

施 設 設 備 維 持 充 実 費
前 受 金 収 入

前 受 金 収 入

長 期 借 入 金 収 入

減価償却引当特定資産か
ら の 繰 入 収 入

201,425,801

授 業 料 前 受 金 収 入

入 学 金 前 受 金 収 入

△

預 り 金 受 入 収 入

学 寮 費 前 受 金 収 入

入 寮 費 前 受 金 収 入



（単位　円）

5,842,105,000 5,859,965,491 △ 17,860,491

3,472,897,000 3,480,265,956 △ 7,368,956

1,735,125,000 1,734,424,583 700,417

42,933,000 43,059,872 △ 126,872

591,150,000 602,215,080 △ 11,065,080

1,957,062,000 1,788,770,664 168,291,336

275,356,000 241,017,666 34,338,334

227,279,000 216,545,224 10,733,776

99,297,000 84,956,379 14,340,621

19,530,000 19,534,070 △ 4,070

69,275,000 61,551,214 7,723,786

83,446,000 75,142,445 8,303,555

28,091,000 23,082,070 5,008,930

21,617,000 20,152,235 1,464,765

71,417,000 71,822,685 △ 405,685

8,670,000 6,712,200 1,957,800

153,794,000 150,562,503 3,231,497

146,005,000 141,683,331 4,321,669

10,711,000 9,549,948 1,161,052

8,476,000 7,486,045 989,955

3,333,000 1,351,437 1,981,563

22,724,000 21,287,020 1,436,980

143,164,000 109,261,371 33,902,629

498,346,000 484,164,154 14,181,846

1,632,000 778,270 853,730

20,579,000 19,996,174 582,826

44,320,000 22,134,223 22,185,777

661,005,000 654,795,227 6,209,773

28,885,000 21,129,714 7,755,286

49,899,000 48,157,814 1,741,186

47,505,000 45,911,013 1,593,987

18,041,000 10,299,868 7,741,132

80,769,000 79,880,236 888,764

8,265,000 8,104,690 160,310

22,569,000 22,046,021 522,979

1,573,000 1,459,924 113,076

8,098,000 7,269,156 828,844

115,662,000 106,358,103 9,303,897

34,417,000 30,633,466 3,783,534

18,555,000 15,801,345 2,753,655

4,418,000 4,360,382 57,618

1,741,000 1,419,069 321,931

6,973,000 7,866,570 △ 893,570

16,932,000 15,046,166 1,885,834

22,512,000 21,601,000 911,000

124,221,000 125,003,799 △ 782,799

102,000 78,510 23,490

254,000 251,122 2,878

4,095,000 4,095,000 0

18,458,000 37,145,040 △ 18,687,040

27,061,000 40,877,219 △ 13,816,219

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

修 繕 費 支 出

保 守 ・ 点 検 料 支 出

印 刷 製 本 費 支 出

出 版 物 費 支 出

広 告 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

損 害 保 険 料 支 出

賃 借 料 支 出

消 耗 品 費 支 出

食 材 費 支 出

印 刷 製 本 費 支 出

損 害 保 険 料 支 出

学 会 費 等 支 出

支 払 報 酬 支 出

賃 借 料 支 出

免 許 手 数 料 支 出

修 繕 費 支 出

保 守 ・ 点 検 料 支 出

団 体 会 費 支 出

研 修 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

奨 学 費 支 出

出 版 物 費 支 出

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

予　　　　　　算

支　　出　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

人 件 費 支 出

教 員 人 件 費 支 出

決　　　　　　算 差　　　　　　異

消 耗 品 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

職 員 人 件 費 支 出

役 員 報 酬 支 出

退 職 金 支 出

福 利 費 支 出

行 事 費 支 出

管 理 経 費 支 出

雑 費 支 出

委 託 費 支 出

会 議 費 支 出

研 修 費 支 出

団 体 会 費 支 出

会 議 費 支 出

行 事 費 支 出

公 租 公 課 支 出

委 託 費 支 出

福 利 費 支 出

支 払 報 酬 支 出

雑 費 支 出

私 立 大 学 等 経 常 費
補 助 金 返 還 金 支 出
国庫補助金返還金支出



（単位　円）

60,554,000 60,553,960 40

60,554,000 60,553,960 40

283,880,000 283,880,000 0

283,880,000 283,880,000 0

498,923,000 497,060,021 1,862,979

440,468,000 441,628,428 △ 1,160,428

58,455,000 55,431,593 3,023,407

384,954,000 356,405,699 28,548,301

257,993,000 234,362,218 23,630,782

17,273,000 17,089,725 183,275

48,292,000 43,526,551 4,765,449

45,345,000 45,343,305 1,695

16,051,000 16,083,900 △ 32,900

2,400,000,000 2,399,770,000 230,000

1,600,000,000 1,599,770,000 230,000

100,000,000 100,000,000 0

200,000,000 200,000,000 0

500,000,000 500,000,000 0

134,820,000 186,810,094 △ 51,990,094

0 51,665,225 △ 51,665,225

200,000 200,000 0

125,721,000 125,720,498 502

8,899,000 6,824,371 2,074,629

0 2,400,000 △ 2,400,000

250,000,000 250,000,000

△ 125,904,000 △ 173,538,472 47,634,472

△ 110,090,000 △ 157,725,380 47,635,380

△ 15,814,000 △ 15,813,092 △ 908

10,229,485,295 10,863,837,412 △ 634,352,117

前 期 末 前 払 金

期 末 未 払 金

前期末未払金支払支出

前 払 金 支 払 支 出

201,425,80122,778,310,096 △22,576,884,295支　出　の　部　合　計

次年度繰越支払資金

資 金 支 出 調 整 勘 定

減 価 償 却 引 当 特 定
資 産 へ の 繰 入 支 出
施 設 整 備 引 当 特 定
資 産 へ の 繰 入 支 出

〔予　　　備　　　費〕

預り保証金等返済支出

貸 付 金 支 払 支 出

予　　　　　　算 決　　　　　　算 差　　　　　　異

支　　出　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

その他の機器備品支出

図 書 支 出

有 価 証 券 購 入 支 出

資 産 運 用 支 出

教育研究用ｿﾌﾄｳ ｪｱ支出

その他の ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 支出

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 利 息 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

建 物 支 出

借 入 金 返 済 支 出

構 築 物 支 出

学 生 ・ 生 徒 預 り
預 金 へ の 繰 入 支 出

そ の 他 の 支 出

設 備 関 係 支 出

退 職 給 与 引 当 特 定
資 産 へ の 繰 入 支 出

施 設 関 係 支 出

教育研究用機器備品支出



（単位　円）

8,290,824,000 8,277,366,634 13,457,366
4,956,833,000 4,952,109,000 4,724,000
688,620,000 688,760,000 △ 140,000
344,785,000 336,210,634 8,574,366
2,206,940,000 2,205,290,000 1,650,000
63,010,000 63,056,000 △ 46,000
30,636,000 31,941,000 △ 1,305,000

316,704,000 319,668,570 △ 2,964,570
257,150,000 258,765,000 △ 1,615,000
6,329,000 5,856,050 472,950
8,817,000 8,602,650 214,350

5,060,000 5,038,245 21,755

39,348,000 41,406,625 △ 2,058,625

55,483,000 66,299,650 △ 10,816,650
53,945,000 63,530,287 △ 9,585,287
1,538,000 2,769,363 △ 1,231,363

1,275,734,000 1,288,084,108 △ 12,350,108
670,905,000 682,552,000 △ 11,647,000
604,829,000 605,532,108 △ 703,108

113,368,000 110,868,003 2,499,997
513,000 508,549 4,451

104,429,000 102,332,124 2,096,876
8,426,000 8,027,330 398,670

516,000 516,262 △ 262
516,000 516,262 △ 262

186,553,000 182,992,687 3,560,313
12,787,000 11,773,325 1,013,675
9,396,000 8,930,450 465,550
3,391,000 2,842,875 548,125
162,973,000 160,126,362 2,846,638
113,261,000 113,260,667 333
1,591,000 1,768,790 △ 177,790
9,138,000 9,926,052 △ 788,052
3,554,000 3,344,850 209,150
523,000 573,802 △ 50,802

17,983,000 17,982,706 294
4,472,000 2,923,800 1,548,200
3,189,000 3,160,020 28,980
1,755,000 384,555 1,370,445
4,191,000 4,190,400 600
3,316,000 2,610,720 705,280
10,793,000 11,093,000 △ 300,000
10,793,000 11,093,000 △ 300,000

461,307,000 472,052,388 △ 10,745,388
379,244,000 387,276,120 △ 8,032,120
41,535,000 42,388,440 △ 853,440
1,152,000 247,931 904,069
13,535,000 13,573,313 △ 38,313
25,841,000 28,566,584 △ 2,725,584

10,700,489,000 10,717,848,302 △ 17,359,302

△ 980,570,000 △ 852,944,277 △ 127,625,723

9,719,919,000 9,864,904,025 △ 144,985,025

科 学 研 究 費 関 連 収 入

大学入試センター試験
実 施 手 数 料

販 売 機 手 数 料 収 入

資 産 運 用 収 入

補 助 活 動 収 入

施 設 設 備 利 用 料

特 別 寄 付 金

学 寮 収 入

事 業 収 入

就 職 講 座 ・ 試 験 料

消　費　収　入　の　部

差　　　　　　異

手 数 料

入 学 金
実 験 実 習 料
施 設 設 備 維 持 充 実 費
教 職 等 課 程 履 修 料

予　　　　　　算

給 食 費

科　　　　　　　　　　目 決　　　　　　算

入 学 検 定 料
証 明 手 数 料

授 業 料
学 生 生 徒 等 納 付 金

寄 付 金

奨 学 基 金 運 用 収 入

臨床相談センター収入

資 産 売 却 差 額
有 価 証 券 売 却 差 額

現 物 寄 付 金

受 取 利 息 ・ 配 当 金

附 属 事 業 収 入

入学案内書等頒布収入

そ の 他 の 雑 収 入

消　　費　　収　　支　　計　　算　　書

平成２２年 ４ 月 １ 日から
平成２３年 ３ 月３１日まで

ナースリールーム収入

補 助 金
国 庫 補 助 金
地 方 公 共 団 体 補 助 金

免 許 手 数 料

東京都私学財団交付金

ﾋｭｰﾏ ﾝ ﾗ ｲ ﾌ支援ｾﾝﾀｰ収入

退 職 金 財 団 交 付 金

学 園 食 堂 収 入
箱根仙石 ｾ ﾐ ﾅ ｰ ﾊ ｳ ｽ 収入

地域連携協力推進ｾﾝﾀｰ収入

免許状更新講習料収入
入 学 準 備 教 育 収 入

出 版 部 収 入

受 託 事 業 収 入
受 託 事 業 収 入

生涯学習センター収入

雑 収 入

幼 稚 園 収 入

基 本 金 組 入 額 合 計

帰 属 収 入 合 計

消 費 収 入 の 部 合 計

資料３



（単位　円）

5,745,794,000 5,765,587,141 △ 19,793,141

3,472,897,000 3,480,265,956 △ 7,368,956

1,735,125,000 1,734,424,583 700,417

42,933,000 43,059,872 △ 126,872

122,606,000 125,601,827 △ 2,995,827

372,233,000 382,234,903 △ 10,001,903

3,035,272,000 2,863,754,601 171,517,399

275,356,000 241,017,666 34,338,334

227,279,000 216,545,224 10,733,776

99,297,000 84,956,379 14,340,621

19,530,000 19,534,070 △ 4,070

69,275,000 61,551,214 7,723,786

83,446,000 75,142,445 8,303,555

28,091,000 23,082,070 5,008,930

21,617,000 20,152,235 1,464,765

71,417,000 71,822,685 △ 405,685

8,670,000 6,712,200 1,957,800

153,794,000 150,562,503 3,231,497

146,005,000 141,683,331 4,321,669

10,711,000 9,549,948 1,161,052

8,476,000 7,486,045 989,955

3,333,000 1,351,437 1,981,563

22,724,000 21,287,020 1,436,980

143,164,000 109,261,371 33,902,629

498,346,000 484,164,154 14,181,846

1,632,000 778,270 853,730

20,579,000 19,996,174 582,826

44,320,000 22,134,223 22,185,777

1,078,210,000 1,074,983,937 3,226,063

796,375,000 790,357,664 6,017,336

28,885,000 21,129,714 7,755,286

49,899,000 48,157,814 1,741,186

47,505,000 45,911,013 1,593,987

18,041,000 10,299,868 7,741,132

80,769,000 79,880,236 888,764

8,265,000 8,104,690 160,310

22,569,000 22,046,021 522,979

1,573,000 1,459,924 113,076

8,098,000 7,269,156 828,844

115,662,000 106,358,103 9,303,897

34,417,000 30,633,466 3,783,534

18,555,000 15,801,345 2,753,655

4,418,000 4,360,382 57,618

1,741,000 1,419,069 321,931

6,973,000 7,866,570 △ 893,570

16,932,000 15,046,166 1,885,834

22,512,000 21,601,000 911,000

124,221,000 125,003,799 △ 782,799

102,000 78,510 23,490

254,000 251,122 2,878

4,095,000 4,095,000 0

18,458,000 37,145,040 △ 18,687,040

27,061,000 40,877,219 △ 13,816,219

135,370,000 135,562,437 △ 192,437

国 庫 補 助 金 返 還 金

私 立 大 学 等 経 常 費
補 助 金 返 還 金

減 価 償 却 額

賃 借 料

保 守 ・ 点 検 料

免 許 手 数 料

人 件 費

職 員 人 件 費

役 員 報 酬

福 利 費

退 職 金

退職給与引当金繰入額

損 害 保 険 料

修 繕 費

出 版 物 費

通 信 運 搬 費

決　　　　　　算 差　　　　　　異

教 育 研 究 経 費

奨 学 費

消 耗 品 費

光 熱 水 費

旅 費 交 通 費

予　　　　　　算

教 員 人 件 費

科　　　　　　　　　　目

学 会 費

管 理 経 費

支 払 報 酬

委 託 費

会 議 費

行 事 費

雑 費

減 価 償 却 額

研 修 費

福 利 費

公 租 公 課

保 守 ・ 点 検 料

印 刷 製 本 費

出 版 物 費

損 害 保 険 料

賃 借 料

消 耗 品 費

研 修 費

食 材 費

支 払 報 酬

委 託 費

行 事 費

会 議 費

雑 費

光 熱 水 費

団 体 会 費

消　費　支　出　の　部

旅 費 交 通 費

広 告 費

修 繕 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

団 体 会 費



（単位　円）

60,554,000 60,553,960 40

60,554,000 60,553,960 40

10,072,000 14,562,981 △ 4,490,981

1,000 1 999

1,863,747 △ 1,863,747

6,984,000 9,991,174 △ 3,007,174

87,000 252,953 △ 165,953

3,000,000 2,455,106 544,894

0 10,836,920 △ 10,836,920

0 22,000 △ 22,000

100,000,000 100,000,000

資 産 処 分 差 額

借 入 金 等 利 息

予　　　　　　算 差　　　　　　異決　　　　　　算

消　費　支　出　の　部

建 物 処 分 差 額

構 築 物 処 分 差 額

教育研究用機器備品処分差額

その他の機器備品処分差額

図 書 処 分 差 額

9,748,067,000

〔予　　　備　　　費〕

消 費 支 出 の 部 合 計

徴収不能引当金繰入額

徴 収 不 能 額

△

359,228,758当 年 度 消 費 収 入 超 過 額

△

4,722,329,176

4,363,100,418

28,148,000△当 年 度 消 費 支 出 超 過 額

9,505,675,267 242,391,733

4,722,329,176△

△4,750,477,176

前年度繰越消費支出超過額

翌年度繰越消費支出超過額

借 入 金 利 息

科　　　　　　　　　　目



（単位  円）

42,878,624,576 41,550,827,834 1,327,796,742

32,711,904,870 33,128,759,578 △ 416,854,708

12,682,878,553 12,682,878,553 0

16,148,035,616 16,444,355,942 △ 296,320,326

550,953,837 581,412,124 △ 30,458,287

1,176,715,262 1,192,087,150 △ 15,371,888

78,858,834 73,036,215 5,822,619

2,073,942,768 2,026,046,708 47,896,060

520,000 650,000 △ 130,000

0 128,292,886 △ 128,292,886

10,166,719,706 8,422,068,256 1,744,651,450

4,936,697 4,936,697 0

1,721,641 2,159,386 △ 437,745

74,080,373 35,921,340 38,159,033

16,209,900 157,500 16,052,400

3,598,062,095 2,597,775,833 1,000,286,262

200,000 0 200,000

2,468,500 12,077,000 △ 9,608,500

2,390,000,000 2,290,000,000 100,000,000

2,050,000,000 1,950,000,000 100,000,000

1,200,000,000 700,000,000 500,000,000

700,000,000 700,000,000 0

9,857,000 9,857,000 0

513,500 513,500 0

118,670,000 118,670,000 0

11,363,830,986 11,954,608,666 △ 590,777,680

10,863,837,412 11,630,005,295 △ 766,167,883

420,814,086 241,670,300 179,143,786

51,665,225 46,430,087 5,235,138

27,514,263 36,502,984 △ 8,988,721

54,242,455,562 53,505,436,500 737,019,062

そ の 他 の ソ フ ト ウ ェ ア

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

車 輌

教 育 研 究 用 機 器 備 品

そ の 他 の 機 器 備 品

図 書

構 築 物

建 物

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

平成２３年 ３ 月３１日

  　　　資　　　産　　　の　　　部

科　　　　　　　　　　　目 前　年　度　末 増　　　　　減本　年　度　末

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金

教 育 研 究 等 引 当 特 定 資 産

資 産 の 部 合 計

現 金 ・ 預 金

前 払 金

流 動 資 産

未 収 入 金

施 設 整 備 引 当 特 定 資 産

第 ３ 号 基 本 金 引 当 資 産

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

その他の教育研究等引当特定資産

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

学 校 運 営 引 当 特 定 資 産

施 設 利 用 権

その他の固定資産

教 育 研 究 用 ソ フ ト ウ ェ ア

有 価 証 券

奨 学 貸 付 金

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

長 期 貸 付 金

資料４



（単位  円）

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

737,019,062

前　年　度　末

増　　　　　減本　年　度　末 前　年　度　末

増　　　　　減

　　　…預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　(2) その他の重要な会計方針

0

0

852,944,277

118,670,000

605,000,000 605,000,000

475,153,973

852,944,277

2,400,000

73,664,175

0

41,238,666

146,790,500

31,887,659

401,489,798

283,680,000

9,233,784

106,176,014

注　記

　　　…退職金の支給に備えるため、大学及び短大等の教職員については、期末要支給額 3,057,884,749円の100%を基にして、私立大学

　　退職給与引当金

　　　　高等学校以下の教員については、期末要支給額 921,676,121円から東京都私学財団よりの交付金相当額を控除した金額の100%を

　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

１．重要な会計方針　　　　　　　　　　　　　　　                

50,566,260,332

  　　　基 　本 　金 　の 　部

科　　　　　　　　　　　　目 増　　　　　減本　年　度　末 前　年　度　末

359,228,758

359,228,758

基 本 金 の 部 合 計

前　年　度　末

第　１　号　基　本　金

第　３　号　基　本　金

第　４　号　基　本　金

2,592,643,960

2,244,922,429

負 債 の 部 合 計

166,959,164

  　　　負　　　債　　　の　　　部

科　　　　　　　　　　　　目

流 動 負 債

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

本　年　度　末

7,600,000

増　　　　　減

長 期 未 払 金 14,819,259

短 期 借 入 金

未 払 金

283,880,000

7,315,625,648

預 り 保 証 金 等

預 り 金

1,516,320,000前 受 金

5,070,703,219

4,363,100,418

  　　　消 費 収 支 差 額 の 部

277,763,265

科　　　　　　　　　　　　目

翌年度繰越消費支出超過額

118,670,000

2,455,640,000

4,722,329,176

4,722,329,176

　　　…移動平均法に基づく原価法である。

　　徴収不能引当金

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　…金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額を計上している。

　　　　退職金財団に対する掛金の累積額と交付額の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

53,505,436,500

科　　　　　　　　　　　　目

　　　　計上している。

51,289,930,332

125,720,498

24,053,043

245,875,606

1,663,110,500

7,790,779,621

49,713,316,055

50,436,986,055

5,472,193,017

283,880,000

2,318,586,604

10,000,000

2,698,819,974

2,739,320,000

　(1) 引当金の計上基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

△

△

4,363,100,418

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

本　年　度　末

54,242,455,562負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部合計



･

･

･

)

△

( △ )

( )

①平成21年4月1日以降に開始したリース取引

②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

　超過額が33,205,453円減少している。

の付随事業として、資金収支内訳表及び消費収支内訳表に部門を新たに設けて会計に関する表示を行った。

の発出に伴い、当会計年度から当該通知によっている。これにより 、東京家政大学ナースリールームを法人

　　　建　　物　　　　　　　 4,381,749,754 円

　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

属　性

理　事 清　水　　　司

役員・法人等の名称 取　　引　　の　　内　　容

10,159,884 円

３．減価償却額の累計額の合計額　　　　 　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　 20,542,897,241 円

　(1) 有価証券の時価情報

種　　　類
貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

当年度（平成23年3月31日）

(37,470,905

時 価 が 貸 借 対 照 表
計上額を超えるもの

3,465,731,000 37,470,9053,428,260,095

未経過リース料期末残高

25,810,824 円

118,159,248 円

リース資産の種類 リース料総額

　　　　　損益が発生する可能性は低い。

未経過リース料期末残高

6,293,340 円

12,577,404 円

　(2) 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース物件の種類

そ の 他 の 機 器 備 品 16,744,944 円

リース料総額

教育研究用機器備品

教育研究用機器備品 30,706,126 円

そ の 他 の 機 器 備 品 5,833,006 円

　(3) 関連当事者との取引

　　　　注）当法人は日本私立学校振興・共済事業団借入に対して清水司より連帯保証を受けている。

　当法人の日本私立学校振興・共済事業団借入に対する被保証

教育研究経費減価償却額が 32,232,414 円 、管理経費減価償却額が 973,039 円 増加し , 当年度消費収入

教育研究機器備品及びその他の機器備品の内、パーソナルコンピュータ等の耐用年数を10年から5年に変更し、

「文部科学大臣所管学校法人が行う付随事業と収益事業の扱いについて（通知）」（20文科高第855号・平成21年2月26日）

２．重要な会計方針の変更等　　　　　

なお、この変更により従来と同一の方法によった場合と比較して、管理経費が 10,819,897円増加し、教育研究

　経費が同額減少している。

過年度取得分を含め減価償却計算を行った。この変更により、従来と同一の方法によった場合と比較して、

　　　土　　地　　　　　　　 1,265,818,233 円

流 動 資 産 の 未 収 入 金 に 計 上 さ れ て い た 中 学 校 の 授 業 料 等 納 付 金 1,678,420 円 は 、 そ の 回 収 が

４．徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　10,836,920 円

　　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

長 期 に わ た る と 見 込 ま れ る た め 、 そ の 他 の 固 定 資 産 の 「 長 期 未 収 入 金 」 に 表 示 を 変 更 し た 。

10,066,605

27,404,300

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　　　 2,785,490,390 円

７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

５．担保に供されている資産の種類及び額

(単位　円)

　　　　　の債券でかつ国債、政府保証債、地方債及びその他格付けが Ａ以上の有力企業の事業債などであり実際に評価

(うち満期保有目的の債券)

27,404,300

(999,770,000)

(4,428,030,095)

999,770,000

　　　　　時価のある有価証券（特定目的の引当資産に含まれる有価証券を含む。）を記載した。

　　　　　また、時価と貸借対照表計上額との差額(評価損益)が 10,066,605円であるが、全ての有価証券が満期保有目的

10,066,605

時 価 が 貸 借 対 照 表
計上額を超えないもの

(うち満期保有目的の債券)

(うち満期保有目的の債券)

(4,438,096,700)

(3,465,731,000)

972,365,700

(972,365,700)

4,438,096,7004,428,030,095

(3,428,260,095)

合　　　　　計



一 32,927,523,481 33,290,604,501 △ 363,081,020

12,682,878,553 12,682,878,553 0

6,572,412,066 6,572,412,066 0

6,056,340,186 6,056,340,186 0

3,180,170 3,180,170 0

50,946,131 50,946,131 0

16,148,035,616 16,444,355,942 △ 296,320,326

11,989,590,692 12,169,173,056 △ 179,582,364

1,501,188,868 1,589,361,754 △ 88,172,886

1,166,805,338 1,203,302,931 △ 36,497,593

1,161,426,433 1,119,205,959 42,220,474

164,934,998 189,444,066 △ 24,509,068

69,087,011 72,485,399 △ 3,398,388

779,101 867,301 △ 88,200

94,223,175 100,515,476 △ 6,292,301

550,953,837 581,412,124 △ 30,458,287

2,073,942,768 2,026,046,708 47,896,060

1,255,574,096 1,265,123,365 △ 9,549,269

520,000 650,000 △ 130,000

0 128,292,886 △ 128,292,886

90,290,273 36,078,840 54,211,433

4,936,697 4,936,697 0

1,721,641 2,159,386 △ 437,745

118,670,000 118,670,000 0

二 21,314,932,081 20,214,831,999 1,100,100,082

10,863,837,412 11,630,005,295 △ 766,167,883

6,350,370,500 5,650,370,500 700,000,000

3,598,062,095 2,597,775,833 1,000,286,262

200,000 0 200,000

2,468,500 12,077,000 △ 9,608,500

420,814,086 241,670,300 179,143,786

51,665,225 46,430,087 5,235,138

27,514,263 36,502,984 △ 8,988,721

三 7,315,625,648 7,790,779,621 △ 475,153,973

5,070,703,219 5,472,193,017 △ 401,489,798

2,455,640,000 2,739,320,000 △ 283,680,000

14,819,259 24,053,043 △ 9,233,784

2,592,643,960 2,698,819,974 △ 106,176,014

7,600,000 10,000,000 △ 2,400,000

2,244,922,429 2,318,586,604 △ 73,664,175

283,880,000 283,880,000 0

166,959,164 125,720,498 41,238,666

1,516,320,000 1,663,110,500 △ 146,790,500

277,763,265 245,875,606 31,887,659

四 54,242,455,562 53,505,436,500 737,019,062

五 46,926,829,914 45,714,656,879 1,212,173,035

６．

７．

(2) 長 期 未 払 金

学生・生徒預り預金

前 払 金

固 定 負 債

負 債 額

１．

８．

８．ソ フ ト ウ ェ ア

５．奨 学 貸 付 金

２．

９．

10．

11．

１．

有価証券（長期）

平成２２年度　財　産　目　録

平成２３年３月３１日

２２　年　度 ２１　年　度 増　　　　減

（単位　円）

１．

(1)

基 本 財 産

土 地

板 橋 校 地

(2)

(3)

狭 山 校 地

仙 石 原 校 地

(4)

２．建 物

妙 高 緑 苑 荘 校 地

(1)

(2)

板 橋 校 舎

狭 山 校 舎

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

３．構 築 物

妙 高 緑 苑 荘

そ の 他

長 期 借 入 金

(4) 預 り 保 証 金

(1)

(3) 退 職 給 与 引 当 金

(3)

流 動 負 債

短 期 借 入 金

未 払 金

前 受 金

２．

(1)

(2)

(4)

基本財産＋運用財産

純資産（四－三）

預 り 金

図 書 館

講 堂 ・ 体 育 館

寄 宿 舎

箱根仙石ｾ ﾐ ﾅ ｰ ﾊ ｳ ｽ

図 書

教具・校具・備品

車 輌

建 設 仮 勘 定

４．

５．

６．

７．

長 期 貸 付 金４．

電 話 加 入 権

未 収 入 金

運 用 財 産

３．

施 設 利 用 権

積 立 金

現 金 ・ 預 金

積 立 金

* 土地　校　地 面積 183,871.21 ㎡ * 図書　蔵書数 449,503 冊
* 建物　校　舎 面積 95,319.08 ㎡ * 教具・校具・備品　点数 16,933 点
* 建物　その他 面積 22,464.28 ㎡
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監 事 監 査 報 告 書 

 

 

平成２３年 ５ 月１２日 

 

 

 

学校法人 渡 辺 学 園 

  理  事  会 御 中 

  評 議 員 会 御 中 

 

 

                     学校法人 渡 辺 学 園 

 監 事  和 田  義 博  ㊞  

監 事  示 村  悦 二 郎  ㊞  

 

 

 

 私たちは、学校法人渡辺学園の監事として、私立学校法第３７条第３項及び渡辺学園  

寄附行為第１１条に基づき、同学園の平成２２年度（平成２２年４月１日から平成２３年

３月３１日まで）の業務及び財産の状況について監査を行いました。その結果につき下記

の通り報告いたします。 

 

１．監査方法の概要 

  理事会及び評議員会等の重要な会議に出席するほか、理事等から業務の執行の報告を

聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、設置されている学校の業務及び財産の状況を調査

しました。また、会計監査人であるＳＫ東京監査法人と連携をとり、計算書類等につき

検討を加えました。 

 

２．監 査 の 結 果 

 (1) 学校法人渡辺学園の業務に関する決定及び執行は適切であり、計算書類すなわち、

資金収支計算書,消費収支計算書,貸借対照表並びに財産目録は、会計帳簿の記載と  

合致し、法人の収支及び財産の状況を正しく示していると認めます。 

 (2) 学校法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する  

重大な事実はないものと認めます。 

 

以  上 


